
瑞穂市男女共同参画推進のための目標指標（案）
                                                                                ＊（目標値を定めない項目とする）

基本
目標

主要課題 施策の方向 指標項目
現　状

平成20年度

目標指標 把握方法
及び

担当課等
前　期

平成25年度

Ⅰ
　
意
識
改
革
に
よ
る
人
づ
く
り

１．男女共同参画の視点に立った制度・
　　慣行の見直し、意識改革

１．固定的な性別役割分担意識をなくすための
    広報・啓発の充実

・男女共同参画社会という用語の周知度
(203/974人)

20.8%
50.0%

市民アンケート調査
企画財政課

・固定的な性別役割分担意識「男は仕事、女は家庭」という考え方を見直す意識
(121/974人)

12.4%
0.0%

市民アンケート調査
企画財政課

２．男女の人権の尊重とあらゆる暴力の
　　根絶

１．人権尊重に関する啓発の強化

・あらゆる機会をとらえて、家庭、教育、職場、地域における意識啓発を推進し、
　人権尊重についての理解を深める

福祉生活課

・女性の人権擁護委員の割合
(2/6人)
33.0%

33.0% 福祉生活課

２．暴力の根絶の推進

・ＤＶ防止法認知度
(273/974人)

28.0%
50.0%

市民アンケート調査
企画財政課

・パートナーからの暴力を受けた際の対応で「どこにも相談しなかった」と答えた
　人の割合

(31/49人)
63.3%

0.0%
市民アンケート調査

企画財政課

・ＤＶにあったときの相談窓口を知っている人の割合
(7/31人)
22.6%

50.0%
市民アンケート調査

企画財政課

・中学生におけるＤＶに対する理解の普及 学校教育課

３．男女共同参画を推進し多様な選択を
　　可能にする教育・学習の推進

１．家庭教育における男女共同参画の推進

・保護者への啓発の充実 学校教育課

・男性料理教室参加者数（瑞穂市食生活改善協議会） 15人×4回 15人×5回 健康推進課

・家庭生活における男女の平等感
(288/974人)

29.6%
50.0%

市民アンケート調査
企画財政課

２．就学前教育における男女共同参画の推進

・男女共同参画の視点に立った保育（教育）に配慮する
児童高齢福祉課

学校教育課

・男性の保育士・幼稚園教諭の採用数 1人 3人 秘書広報課

３．学校教育における男女共同参画の推進

・学校教育における男女の平等感
(481/974人)

49.4%
60.0%

市民アンケート調査
企画財政課

・小・中学校の男女平等教育パンフレットを活用した授業の推進 学校教育課

４．生涯学習における男女共同参画の推進

・各世代、各分野における男女の地位の平等の意識を高める 生涯学習課

・地域社会における男女の平等感
(318/974人)

32.6%
50.0%

市民アンケート調査
企画財政課

４．メディアにおける男女共同参画の推進 １．男女共同参画の視点を持った表現活動の推進

・市の広報、出版物等における男女差別につながらない表現の促進 秘書広報課

・情報の発信者に対して、性別による固定的な役割分担を助長、連想させるよ
　うな表現に対して留意し、男女を平等な関係で表現するように啓発

企画財政課

基本
目標

主要課題 施策の方向 指標項目
現　状

平成20年度

目標指標
把握方法及び

担当課等前　期
平成25年度

Ⅱ
　
男
女
が
と
も
に
つ
く
る
ま
ち
づ
く
り

１．政策方針決定の場への女性の参画の
　　推進

１．審議会等委員への女性の参画の推進

・審議会等委員の女性の割合
(70/650人)

10.8%
30.0% 企画財政課

・市議会議員の女性の割合
(2/20人)
10.0%

30.0% 企画財政課

・女性のいない審議会等の割合
(28/45人)

62.2%
0.0% 企画財政課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　審議会数
・委員公募制のある審議会数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内、委員公募制のある審議会数）

45

（0）

50

（50）
企画財政課

・行政委員会（教育委員会、選挙管理委員会、農業委員会、監査委員、固定資
　産評価審査委員会等の条例・規則・要綱規定分）における女性の登用率

(4/41人)
9.8%

30.0% 企画財政課

・自治会長における女性の登用率
(2/95人)

2.1%
＊ 総務課

・女性一般行政職員（保育士、幼稚園教諭を除く）の割合
（62/206人）

30.1%
35.0% 秘書広報課

２．新たな取組を必要とする分野における
　　男女共同参画の推進

１．防災・災害復興分野への女性の参画の拡大

・防災会議への女性委員の登用数 0人 数人 総務課

・女性消防職員採用の拡充 1人 3人 総務課

・男女のニーズを取入れた応急災害支援の検討委員会設置 無 設置 総務課

・防災・災害復旧分野における女性消防団員の配置の割合 0人 5人 総務課

２．環境保全分野への男女の参画の拡大

・環境問題について出前講座等の学習する機会を充実 1回 5回 環境課

・地球温暖化対策実行計画・廃棄物基本計画などの環境分野策定委員の女性の
　割合

(2/12人)
16.7%

50.0% 環境課

３．国際化に対応した男女共同参画の推進 １．国際的な男女共同参画に関する理解の促進

・学校や生涯学習の場などで、国際理解のための啓発を推進
学校教育課
生涯学習課

・市民レベルの国際交流の支援の充実 秘書広報課

・外国人が安心して暮らせる生活にかかる情報提供や相談の充実
秘書広報課

市民部
福祉部



基本
目標

主要課題 施策の方向 指標項目
現　状

平成20年度

目標指標
把握方法及び

担当課等前　期
平成25年度

Ⅲ
　
だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り

１．男女の仕事と家庭生活・地域生活の
　　両立支援

１．仕事と家庭生活・地域生活の両立にむけた
　　啓発の推進と支援

・「育児、介護休業法」などの普及割合
(317/974人)

32.5%
50.0%

市民アンケート調査
企画財政課

・延長保育の時間帯の延長 7：30～19：00 7：30～19：00 児童高齢福祉課

・延長保育実施保育所数 7ヶ所 8ヶ所 児童高齢福祉課

                                                             長時間保育
・延長保育利用率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　延長保育

(236/1126人)
21.0％

(142/1126人)
12.6％

21.0％

12.6％
児童高齢福祉課

・一時保育実施保育所数 3ヶ所 4ヶ所 児童高齢福祉課

・一時保育利用者 24名 47名 児童高齢福祉課

・３歳未満児保育実施保育所数 7ヶ所 8ヶ所 児童高齢福祉課

・３歳未満児保育利用者 187人 210人 児童高齢福祉課

・病児（病後児）保育の保育所数 0ヶ所 1ヶ所 児童高齢福祉課

・放課後児童クラブ数 8ヶ所 9ヶ所 児童高齢福祉課

・放課後児童クラブ利用者数 124人 210人 児童高齢福祉課

・保育所待機児童数 25人 0人 児童高齢福祉課

・市の男性職員の配偶者出産休暇取得率
(5/28日)
17.9%

100% 秘書広報課

・市の男性職員の育児休業取得者数 0人 1人以上 秘書広報課

・子どもの教育への男性の参加割合(夫婦協働）
(310/745人)

41.6%
60.0%

市民アンケート調査
企画財政課

２．生涯を通じた男女の健康支援

１．生涯を通じた健康づくりの推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　節目検診
　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子宮癌検診

・健康診断受診率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乳癌検診
　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　胃検診

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大腸検診

(183/279人)
65.6％

(1862/5275人)
35.3％

(2977/5663人)
52.6％

(1795/5196人)
34.5％

(3125/6232人)
50.1％

75.0％

50.0％

65.0％

50.0％

60.0％

健康推進課

・ライフステージに応じた健康づくり、健康教育、相談の支援 健康推進課

２．母性保護と母子保健のサービスの充実

・妊婦教室への男性参加割合 0.0% 20.0% 健康推進課

・母子健康手帳交付時の男性の参加率 0.0% 20.0% 健康推進課

３．社会的支援にかかわる環境の整備と支
　　援

１．高齢者等が安心して暮らせる環境の整備

・社会福祉協議会による人権相談の開設回数 24回 24回 福祉生活課

・地域で支えるシステムの整備 児童高齢福祉課

２．高齢者等の社会参画と生きがい対策の充実

・就労意欲のある高齢者に対しての就労支援事業利用者数 186人 250人 児童高齢福祉課

・就労意欲のある障がい者に対しての相談支援事業実施事業者数 5ヵ所 5ヵ所 福祉生活課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注件数
・シルバー人材センターの活用と支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内、公共事業発注件数）

816件

（57件）

850件

（70件）
児童高齢福祉課

３．あらゆる家族形態に対応した支援の充実

・福祉サービス利用に対する理解の普及 福祉生活課

・ボランティア登録者数
1480人

（女性1213人）
（男性 267人）

1600人
（女性1300人）
（男性 300人）

福祉生活課

４．雇用等の分野における男女の均等な機
　　会と待遇の確保

１．職場における男女共同参画推進のための
　　環境整備

・職場における男女の平等感
(163/974人)

16.7%
50.0%

市民アンケート調査
企画財政課

・セクシュアル・ハラスメントの被害者数 94人 0人
市民アンケート調査

企画財政課

・男女雇用機会均等法の周知度
(449/974人)

46.1%
60.0%

市民アンケート調査
企画財政課

２．女性の再起業支援の整備

・一旦家庭に入った女性の再就職を支援する県合同セミナーの実施回数 1回 1回 産業経済課

・女性のための再就職・起業に関する相談窓口の充実 無
就職起業情報
検索コーナー

設置

産業経済課
生涯学習課

・パソコン、簿記などの実務講座の充実
児童高齢福祉課

生涯学習課


	最終指標（案）

